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研究成果の概要（和文）：国際歴史共同研究により、エネルギーが利用可能な技術と密接な関係を持つことが改めて確
認された。石炭は開国後の日本の交易と工業化を支えた。電力が近代化に資するであろうことは、電力利用が始まった
19世紀に認識されており、日本では民間会社により電力供給網が構築された。石油が交通エネルギーに利用され始める
と石油は日本の重要な輸入品目になり、日本の石油政策は対外関係や国際環境、輸出企業の経営戦略にも左右されるよ
うになった。原子力の平和利用により原子力発電が始まり、中国では現在急ピッチで原子力発電所が建設されている。
日本のエネルギー政策を考える際には、世界のエネルギー動向を考慮に入れる必要がある。

研究成果の概要（英文）：Thanks to our international research collaboration, we have confirmed that energy 
has close relationship with the technology available at each time. Coal facilitated Japan’s 
international trade and industrialization after Japan's opening. It was realized in the 19th century, 
when electricity was introduced into our life, that electric power would become significantly important 
in modernization and industrialization. Private enterprises began to supply electric power in Japan. 
Petroleum has been an important import item for Japan since it became fuel for transportation. Japan’s 
oil policy depends on international relations, international environment, and the business strategy of 
oil-exporting companies. Thanks to the policy of “Atoms for Peace”, atomic power was introduced into 
electric power generation, and now China is constructing an increasing number of atomic power plants. The 
energy trend in the rest of the world should be considered in making energy policy for Japan.

研究分野： 経済史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 海外において、あるいは海外と日本の研究
者の共同によって、日本の経済思想や政策思
想について資料に基づく丹念な研究が進捗
しており、注目すべき成果を生み出してきて
いた。2011 年 3 月 11 日以降、それまでのエ
ネルギー政策を再考する流れがあることに
も触発された。日本を中心とする「エネルギ
ー政策思想」についての国際歴史研究プロジ
ェクトを組織し、この地域でのエネルギー資
源が注視されるようになって以降の歴史的
共通認識を醸成することをめざした。 
 
２．研究の目的 
 日本の政策思想や経済思想についての内
外の中堅研究者の研究動向を踏まえ、「エネ
ルギー政策思想」をテーマに研究プロジェク
トを組み、日本経済思想史学会の 2013 年全
国大会において国際シンポジウムを組織す
ることにした。エネルギー政策の歴史を追う
とともに、どのような経済思想が政策を動か
してきたのかを考察し、討議し、最終的には
研究論文集の形で成果を発表していくこと
を目的とした。 
 
３．研究の方法 
 2013 年に「エネルギー政策思想」をテー
マとする国際シンポジウムを開催し、関連研
究をセミナー等で発表して共通認識を確認
していくことにした。日本研究を専門とする
海外連携研究者たち、日本の日本経済史・日
本経済思想史の研究者たちの協力を得て、
「エネルギー政策思想」をテーマとする国際
歴史共同研究プロジェクトを組織した。「経
済史セミナー」（当初は、「日本経済史セミナ
ー」）を立ち上げ、海外の研究者や若手研究
者を発表者に招いて早稲田大学で不定期に
開催した。内外の研究発表の際には、日本の
エネルギー政策に関連する問題に注目する
論点を自然に盛り込んだ。その際、資料に基
づく経済史的アプローチをとり、国際共同研
究を慎重に進めてきた。 
 
４．研究成果 
(1) 日本のエネルギー政策思想研究は、国際
共同研究のもとで行う意義が極めて大きい
ことが確認された。換言すれば、国際環境を
見ずして、エネルギー政策とその歴史は語れ
ないといってよい。本プロジェクトの連携研
究者、研究協力者、セミナー報告者たちは研
究交流から新たな知見を得つつ各自の研究
を進捗させた。また国際共同研究の成果を十
分に準備して学会シンポジウムで発表する
と、と若手・中堅研究者たちに大いなる刺激
を与えることが確認された。2012 年 9月から
日中関係が悪化していただけに、2 年目の
2013年6月に日中韓シンポジウムを開催でき
た意義は非常に大きいといえる。 
 
(2) 国際シンポジウム「日本のエネルギー政

策思想：内外の視点から」を 2013 年 6 月の
日本経済思想史学会全国大会（静岡文化芸術
大学）にて組織した。パネル１（組織）とし
て池尾愛子が「中長期経済予測、技術進歩と
エネルギー政策」を、パネル２として林采成
が「日本の石炭産業と輸送問題－戦時・戦後
復興期を中心として－」を、パネル３として
尹暁亮が「中日原子力発展モデルとガバナン
スの比較」を発表した。そして予定討論１と
して牧野邦昭、高橋周（東京海洋大学 海洋
科学系 准教授）が加わり、噛み合った議論
が展開された。（『日本経済思想史研究』第 14
号、2014 年、93-95 頁に要旨掲載） 
 
(3) 池尾愛子の「日本のエネルギー政策思
想：技術進歩、化石燃料、および電力供給」
(2013)等では、エネルギーや資源は、利用可
能な技術と密接な関係があることを明らか
にした。初期の工業化においては、石炭の果
たした役割は大きかった。石炭や石油もうま
く利用されなければただの「黒い石」や「黒
い水」である。しかし科学技術と製造業の進
展とともに使用価値が発生すると、それらは
価値あるエネルギー資源に転化した。 
 日本での石炭利用、原子力以外のエネルギ
ー事業はおおむね民間主導で進められてき
た。電力産業については、戦時中の「民有国
営」を経て、戦後は規制産業となり、九つの
民間大企業と政府・官僚が駆け引きをしなが
ら成長してきた。「電化」は国家経済の近代
化・現代化の基盤であるが、その草創段階で
は熾烈な競争があった。電力業が規模の経済
性のあるネットワーク型産業であるという
特質が明白になると、電力の供給は公益事業
であるとみなされて社会的な規制の対象と
なる。中山伊知郎や石橋湛山が早くから電力
産業の展開に注目していた。 
 赤松要や小島清がエネルギーと技術の関
係を考察し、技術進歩や国際貿易の進展、消
費生活の向上が、エネルギー問題の発生につ
ながるとした。有沢広巳は終戦直後の日本経
済再建のために傾斜生産方式を提唱し、その
後も産業政策関連審議会等に関わり、原子力
発電を産業として成り立たせるために努力
した。1960 年頃には、世界で石炭から石油へ
シフトする「エネルギー革命」が進行した。
石油ショック後、原子力発電や省エネの研究
開発により技術は着々と進展した。 
 
(4) 林采成は一連の論文において、鉄道展開
と石炭の運搬・利用は密接な関係を持ってい
たことに着目した。そして次のような諸点を
明らかにした。 
 戦前日本経済のエネルギー源であった石
炭の生産は、日本列島の両端に置かれていた
北海道と九州から本州の工業地帯へ運ばれ
なければならなかった。そのため、九州から
は機帆船などによって大阪、東京へと、北海
道からは汽船などによって東京にまで石炭
が海送されており、常磐炭などが鉄道によっ



て陸送されていた。 
 そのような中、日中戦争が勃発すると、石
炭増産に関する生産力拡充計画や物資動員
計画が実施され、その配給において、日本石
炭株式会社（半額政府出資）や石炭統制会が
設立され、統制に当ったが、輸送力は全体的
に不足がちであって、海陸輸送とも、輸送順
位や輸送計画などに基づく統制が加えられ
た。さらに、日米開戦後の船舶喪失が著しく
なると、石炭輸送の陸運転移が決定され、南
方などの海上輸出力の捻出が図られた。しか
し、石炭産業が超重点五大産業として指定さ
れたものの、石炭の減産と炭質の低下には歯
止めがかからず、また石炭輸送全体も低下に
転じた。いわば輸送危機（transportation 
crisis）が生じ、石炭供給において大きな隘
路が発生したのである。 
 このような状況は戦後になっても変わら
ず、石炭庁、配炭公団が設置され、傾斜生産
方式によって鉄鋼とともに、労働力と資材の
配分における最上位の重点が石炭業に置か
れた。依然として輸送力が不足し、国鉄が配
炭公団との間に輸送調整を実施しており、内
航海運でも国家管理方式が維持された。特に、
政策意図を持って海送再転移が実施され、特
に内航海運に対しては輸送費を勘案したプ
ール運賃制が実施された。とはいえ、ドッ
ジ・ラインの実施に伴って国家管理体制によ
る石炭生産や石炭輸送が解除された。国鉄は
公社と改組されたものの、より激しい変化を
経験したのが内航海運であり、自主運航のも
とで自由競争が始まったのである。 
 以上のように、石炭業とその輸送において
戦時期から戦後復興期にかけて国家統制に
よる石炭増産・増送が図れたが、外部からの
投入要素の如何はその動態に大きな影響を
及ぼした。これを前提として石炭の配給とそ
れを空間的に可能とする輸送力配分におい
て重点主義が採られた。それが解除され、市
場競争が全面化されると、それぞれの経済主
体の自己責任が強調されたが、エネルギー革
命のなかで石炭業とそれに基づく国鉄およ
び機帆船の経営は合理化という課題に直面
しなければならなかったのである。 
 
(5) 尹暁亮は常に日中比較を視野に入れて
研究を進め、次の諸点を明らかにし、中国語
の諸論文として発表した。 
 現代文明社会において、経済活動がエネル
ギーに間接的に、あるいは直接的に左右され
ていることは周知の事実である。日本も中国
もエネルギー不足によるリスクやマイナス
の影響を回避するために、原子力を国の重要
課題として取り上げてきた。 
 原子力発展モデルについて、日本は「国策
民営」で推進されている。政府は原発推進に
必要な法令を整備して、電力業界は、具体的
な経営業務を担当する。中国は「国策国営」
で推進されている。「国策」とは、中央政府
が原子力事業を主導し、推進することである。

「国営」とは、広東原子力集団有限公司、中
国原子力工業集団有限公司、中国電力投資集
団有限公司など三社（国有企業）が原子力に
関する経営を担当することである。「国策民
営」にしても、「国策国営」にしても、それ
ぞれの利益集団、利益構造を持っている。「国
策民営」、「国策国営」というモデルは諸刃の
剣で、光（プラス面）を持っている同時に、
影（マイナス面）を持っている。 
 原子力安全ガバナンス体制について、日本
は事情に合わせて、原子力の安全ガバナンス
体制及び機能をよく調整する。とくに、福島
原発事故への反省を踏まえ、原子力利用に関
する政策に係る縦割り行政の弊害を除去す
るため、原子力安全・保安院の原子力安全規
制部門を経済産業省から分離するなど「規制
と利用の分離」を徹底し、規制機関としての
独立性を確保するため、原子力規制庁を環境
省の外局として設置した。中国では、原子力
安全を監督する部門は環境保全省の管轄下
に置かれた「国家原子力安全局」、国家発展
改革委員会の管轄下に置かれた「国家エネル
ギー局」、工業情報部の管轄下に置かれる「国
家原子力機構」の三つの部門から成っている。
中国も、日本も、安全ガバナンス面の不足が
それぞれあることは事実である。ただ、日本
と比べれば、中国のほうが原発安全監査文化、
安全情報の公示、作業能力レベル、原発の安
全法規、監査部門の役割分担などの面に、よ
り大きな改善の余地が存在している。 
 
(6) 荒川憲一は早稲田大学の経済史セミナ
ーや戦略研究学会で、「日本海軍の燃料（石
油）自給政策」について発表し、『日本海軍
史の研究』に成果を発表した。日本海軍にお
いて燃料精製とともに燃料研究が行われ、貯
油にも関心があった。 
 
(7) 牧野邦昭は、これまでいわゆる秋丸機関
（陸軍省戦争経済研究班）の調査報告の原文
を発掘してきたが、昨年、有沢広巳のエネル
ギー政策研究を追跡しているうちに、新たに
「英米合作経済抗戦力調査（其二）」を発見
した。資料に基づいた報告を、経済学史学会
の全国大会（滋賀大学）で行った。 
 
(8) 荒川や牧野の研究を刺激したのが、
Richard J. Smethurst (Research Professor, 
University of Pittsburgh, USA) の研究で
ある。早稲田大学での第 1 回「（日）経済史
セミナー」のキックオフとして、'The (Non) 
Economic Thinking of the Japanese Decision 
Makers for War in the 1930s' (1930 年代日
本のエネルギー政策思想と意思決定)を発表
して、ごくわずかしか石油資源を持たない国
の「エネルギー政策」をアメリカ側の資料も
参照して分析した。 
 
(9) 張允貞（チャン ユンチョン）の研究も、
Smethurst の研究とオーバーラップする部



分があった。蘭印は、提供可能な石油資源と
関連する精製技術情報を日本に提示してい
たのであった。張允貞「戦前期日本の海外資
源確保と蘭領東インド石油：1940 年の日蘭石
油交渉と蘭印の対日石油輸出方針を中心に」
『社会経済史学』78:361-377 (2013年)参照。 
 
(10) 島本マヤ子は、ヘンリー・ウォーレス
がアメリカの原子力政策の転換において少
なからぬ貢献をしたことを明らかにした。
「冷戦初期におけるアメリカの核政策
1941-1955 年――ヘンリー・ウォーレスの視
点から」『Intelligence』15:13-25(2015 年、
文生書院)参照。 
 
(11) 池尾愛子は2014年秋の中国での研究発
表において、日本の明治・大正期の実業教育
にも注目して好評を得た。中国でのエネルギ
ー問題解決に向けて、エネルギー教育や理化
的教育、少エネ教育が役に立つのではないか
と感じ取った。2014 年 9月には、天津でトヨ
タの合弁企業と独シーメンスの合弁企業の
工場を訪問して、見学と聞き取り調査を行っ
た。天津市の省エネキャンペーンは注目して
よいと思われる。今後の研究成果にぜひ盛り
込んでいきたいと考えている。 
 
５．主な発表論文等 
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